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重点戦略 

 

第 1 節 重点戦略の考え方 
 

1 重点戦略のねらい 

環境都市の実現に向け 2050 年までの段階的な状況を整理し，その中で，2020

年度(本計画前期期間)までに到達すべき状態に対し，高い効果が期待でき，優先的

に取り組むべき施策・事業を「重点戦略」として設定します。 

重点戦略の具体的な役割は，環境都市像で掲げた「ひと」，「まち」，「しくみ」

の状態を実現するため，まちづくり，交通，産業，防災などの様々な分野と横断

的に連携し，同時並行的に進めることにより，複合的な効果を見込むことができ

る取組であることです。 
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重点戦略 

【重点戦略の位置づけ ＜イメージ＞ 】 

 

● 環境都市像 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

●（ひと）市民の暮らしの視点では… 

みんなが“もったいないの心”を持って，自然の恵みと

エコで便利なライフスタイルを満喫しながら，健康で快適

に暮らせるまち 

●（まち）まちの空間の視点では… 

水と緑があふれる空間の中に，様々な機能をもった拠点

が形成され，誰もが目的にあわせて自由に活動，移動でき

る利便性の高いコンパクトなまち 

●（しくみ）暮らしや空間を支える仕組みの視点では…

みんなが“もったいないの心”で自然・文化・人・モノ

を大切にし，上手に活用する，環境にやさしい循環の仕組

みが，エコな暮らしや経済活動を支えているまち 

施策体系における５つの分野 

人づくり 生活環境 自然環境 地球環境 廃棄物 

「ひと」，「まち」，「しくみ」の状態を実現するため，優先的に取り組むべきもの 

計画期間内で目指す内容に資する取組 

2020 年（計画の中間年） 家庭・事業者等をターゲットとした展開（点的な取組・面につながる取組の推進） 

  

 

[市民の暮らし] 

・環境教育の積極的な推進 

・エネルギーを自給自足する災害に

強い住宅普及 

・様々な形で 2R を推進 など 

[まちの空間] 

・エネルギーを街区レベルで合理的

に活用する仕組みが点在 

・公共交通のネットワーク化や交通

結節点の整備などによる公共交通

の利便性向上 など 

[暮らしや空間を支える仕組み] 

・地域資源を活用した取組や市民主

体のコミュニティが活性化 

・地域の拠点施設など市有施設での

低炭素化の推進など 

重点戦略 
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重点戦略 

 

第 2 節 重点戦略の具体的な内容 
 

1 重点戦略の体系 

重点戦略は，“環境都市の姿”掲げた，「ひと」，「まち」，「しくみ」の３つの視点によ

り体系化した，この計画期間に優先的に取り組むべき６つの分野横断的な取組群として

設定しました。 

 

 

 
 
 

 

● （ひと）市民の暮らしの視点では… 

みんなが“もったいないの心”を持って，自然の恵みとエコで便利なライフスタイルを満

喫しながら，健康で快適に暮らせるまち 

 

重点戦略① 「もったいない」の精神で行動する人づくり 

重点戦略② エコで便利なライフスタイルを生み出す行動促進 

 

● （まち）まちの空間の視点では… 

水と緑があふれる空間の中に，様々な機能をもった拠点が形成され，誰もが目的にあわせ

て自由に活動，移動できる利便性の高いコンパクトなまち 

 

重点戦略③ 自然と調和したコンパクトな地域づくり 

重点戦略④ グリーンな交通システムの構築 

 

● （しくみ）暮らしや空間を支える仕組みの視点では… 

みんなが“もったいないの心”で自然・文化・人・モノを大切にし，上手に活用する，環

境にやさしい循環の仕組みが，エコな暮らしや経済活動を支えているまち 

 

重点戦略⑤ 環境と経済の連携による地域の環境資源を活かした産業や

取組の創出 

重点戦略⑥ 社会全体を先導する市の率先行動 
 

環境都市像 

もったいないの心で環境への負荷を抑えながら，うるおいのある地域の中で，

心豊かに健康で充実した暮らしを享受できるまち



第 5 章 

37 

 

重点戦略 

2 重点戦略 

重点戦略① もったいないの精神で行動するひとづくり 

【戦略のねらい】 

環境配慮について考え，主体的に環境配慮行動を実践できる人材育成を行うとと

もに，活動の充実に資する情報発信方法の強化を図ります。 

 

① 活動の充実を図る環境学習の推進                  

■環境団体の育成，連携促進 

・もったいない運動市民会議や環境行動フォーラムなど各種ネットワ

ーク組織への活動支援 

■省エネ活動を促進する普及啓発の推進 

・民間企業等と連携した普及啓発の実施 

■もったいない運動を活用した普及啓発 

・もったいない運動の趣旨を取り入れた中高生向け出前講座の実施 

・もったいないフェア，コンクール，顕彰事業など普及啓発事業の実

施 

■環境配慮行動に資する総合的な情報発信 

・携帯アプリ・ＳＮＳ等ＩＣＴを活用した情報発信の推進 

■生物多様性の理解に向けた普及啓発 

・環境学習センター等における環境学習機会の提供 

 

基本指標   

基本指標 現状値(把握年度) 目標値(目標年度) 

環境学習センター開催 

講座等への参加者数 

１２，７２４人 

（Ｈ２６） 

１３，０００人 

（Ｈ３２） 
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重点戦略 

② 主体的な実践活動の支援                      

■市民・事業者と連携したごみの発生抑制の推進 

・もったいない生ごみ減量化の推進 

■人づくり支援と情報の充実 

・省エネ等相談支援事業の実施 

■環境活動を担う次世代の人材育成 

・こどもエコクラブの育成 

■自然とふれあえる環境づくりの推進 

・自然にふれあう機会の確保，提供 

 

基本指標   

基本指標 現状値(把握年度) 目標値(目標年度) 

こどもエコクラブ会員数 
１，５３１人 

（Ｈ２６） 

３，０００人 

（Ｈ３２） 

 

                                      

【連携分野】 

・うつのみや産業振興ビジョン（2021 年度（Ｈ33 年度）まで） 

・第２次地域教育推進計画(2017 年度（Ｈ29 年度）まで) 

・第３次宇都宮地域情報化計画（2016 年度（Ｈ28 年度）まで） 

・食育推進計画（2016 年度（Ｈ28 年度）まで） 

・地域防災計画（H27 年度策定） 
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重点戦略 

重点戦略② エコで便利なライフスタイルを生み出す行動促進 

【戦略のねらい】 

市民・事業者の環境配慮行動を定着させるため，自立分散型エネルギーなどを

活用した住環境の改善を図る支援制度を展開するとともに，環境にやさしい行動

選択を促す仕組みを創出し，環境配慮型ライフスタイルの促進を図ります。 

 

① 自立分散型エネルギーによるエコな住環境形成の促進         

■省エネ・低炭素化住宅の普及促進 

■創エネ・蓄エネの導入促進 

・家庭における創エネ・蓄エネ導入支援制度の実施 

 

基本指標   

基本指標 現状値(把握年度) 目標値(目標年度) 

太陽光発電設備 

導入世帯数 

１２，７１０世帯 

（Ｈ２６） 

１９，０００世帯 

（Ｈ３２） 

 

② 環境にやさしい行動選択の促進                    

■家庭におけるエコライフの促進 

・家庭版ＩＳＯ認定制度の推進 

■リユース品の利用促進 

 ・リユース品の利用促進 

・衣類再利用の推進 

■資源化の更なる推進 

・剪定枝の資源化の推進 

 

基本指標   

基本指標 現状値(把握年度) 目標値(目標年度) 

家庭版ＩＳＯ認定制度 

認定家庭数 

２，６９１件 

（Ｈ２６） 

5，000 件 

（Ｈ３２） 

                                      

【連携分野】 

・一般廃棄物処理基本計画（2020 年度（H37 年度）まで※今年度改定中 

・都市計画マスタープラン（2022 年度（Ｈ34 年度）まで） 

・住生活基本計画(2022 年度（Ｈ34 年度）まで) 

・都市交通戦略(2018 年度（Ｈ30 年度）まで) 
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重点戦略 

重点戦略③ 自然と調和したコンパクトな地域づくり 

【戦略のねらい】 

中心市街地における低未利用地，既存施設を活用しながら，エネルギーが合理

的に活用される環境配慮型のまちづくりを推進します。また，郊外においては，

自然環境との共存を図りながら，緑豊かな居住環境の形成を推進します。 

 

① 環境負荷の少ない市街地形成の推進                 

■地域，街区等におけるエネルギーの合理的な利用の推進 

・駅東口地区整備事業におけるエネルギーの合理的な活用手法の検討 

・特定規模電気事業者(ＰＰＳ)等を活用した調達改善やエネルギー融

通の推進 

・地域拠点や産業拠点におけるエネルギーの相互利用の推進 

■まちづくりに合わせた自然環境の保全の推進 

・生物多様性保全事業の情報共有 

■耕作放棄地や住宅跡地等の適正管理・有効活用の促進 

・空き家，空き地の安全対策の推進 

■都市拠点における緑化推進 

・中心市街地の緑化推進 

・自然にふれあう機会の確保，提供 

■効率的な収集方法の検討 

・市民ニーズに対応した効率的・効果的な収集・回収方法の検討 

 

基本指標   

基本指標 現状値(把握年度) 目標値(目標年度) 

特定規模電気事業者 

（ＰＰＳ）等を活用した

調達改善施設数 

１０４施設 

（Ｈ２６） 

１1０施設 

（Ｈ３２） 
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重点戦略 

② 生き物と共に生きる環境保全の推進                 

■動植物の生息・生育環境の保全 

・外来種に関する周知啓発 

・生物の生息・生育環境の保全 

■農地や里山樹林地の保全と活用 

・郊外の山地や丘陵地などの森林の管理・保全 

・優良農地の確保・保全 

■耕作放棄地や住宅跡地等の適正・有効活用の促進 

・優良農地の確保・保全(再) 

 

基本指標   

基本指標 現状値(把握年度) 目標値(目標年度) 

生物多様性の認知度 
１７．９％ 

（Ｈ２６） 

５０％ 

（Ｈ３２） 

 

                                      

【連携分野】 

・食料・農業・農村基本計画(2023 年度（Ｈ35 年度）まで） 

・住生活基本計画(2022 年度（Ｈ34 年度）まで) 

・緑の基本計画(2022 年度（Ｈ34 年度）まで) 

・都市計画マスタープラン（2022 年度（Ｈ34 年度）まで） 

・うつのみや産業振興ビジョン（2021 年度（Ｈ33 年度）まで) 

・都市交通戦略(2018 年度（Ｈ30 年度）まで) 
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重点戦略 

重点戦略④ グリーンな交通システムの構築 

【戦略のねらい】 

一人ひとりが環境にやさしい移動について考え，自発的に取り組むための社会 

システムとして，公共交通や自転車の利用促進，エコな自家用車の普及促進など

環境にやさしい交通システムの構築を図ります。 
 

① 公共交通の利用拡大の推進                    

■ＬＲＴの整備や公共交通網の再構築 

・ＩＣカード導入による利便性向上策の実施 

・ＬＲＴの整備 

 

基本指標   

基本指標 現状値(把握年度) 目標値(目標年度) 

公共交通の 

年間利用者数 

３２，８４９千人 

（Ｈ２６） 

４０，５８９千人 

（Ｈ２９） 

 

② 自動車による環境負荷の低減策の促進                 

■低炭素型モビリティの導入促進 

・蓄電機能を生かした電気自動車等の普及促進 

 

基本指標   

基本指標 現状値(把握年度) 目標値(目標年度) 

電気自動車導入件数 
－ 件 

（Ｈ２６） 

４５０件 

（Ｈ３２） 
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重点戦略 

③ 自転車の更なる利用拡大の推進                   

■自転車を利用しやすいまちづくりの推進 

・自転車を利用しやすい空間の確保 

 

基本指標   

基本指標 現状値(把握年度) 目標値(目標年度) 

自転車走行空間の 

整備延長距離 

１６．９km 

（H２６） 

３０．９km 

（H２９） 

 

                                      

【連携分野】 

・都市計画マスタープラン(2022 年度（Ｈ34 年度）まで) 

・自転車のまち推進計画（2020 年度（Ｈ32 年度）まで） 

・都市交通戦略（2018 年度（Ｈ30 年度）まで） 
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重点戦略 

重点戦略⑤ 
環境と経済の連携による地域の環境資源を活かした

産業や取組の創出 

【戦略のねらい】 

将来に渡って，地域の活性化により地域の持続可能性を高めるため，本市の環

境技術や地域の環境資源を活かし，各主体間の連携による地域の新たな産業の創

出につながる取組を支援します。 

 

① 環境技術を活用した産業創出に向けた取組の推進           

■地域エネルギー等の利活用による新たな産業の創出と地域の創再生に

関する取組の推進 

・大谷地域に賦存する冷熱エネルギーを活かした活性化策の実施 

・地域の再生可能エネルギー等を活用した環境負荷の低減とまちの活

性化 

■革新的なエネルギーの利用に向けた検討 

・水素等の先端環境技術の活用に向けた調査研究 

 

基本指標   

基本指標 現状値(把握年度) 目標値(目標年度) 

冷熱エネルギーを活用

した事業への参入者数 

－ 

（H２６） 

３事業者 

（H３２） 
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重点戦略 

 

② 地域の資源を活用した新たな取組の推進               

■地域の特性を活かしたバイオマスの有効活用 

・農林資源を活用したバイオマスの推進 

■地域内での資源循環利用の推進 

・拠点回収事業の拡充 

・新たな資源循環利用の推進 

■効果的・効率的なごみ処理体制の構築 

・廃棄物分野における災害対応策の検討 

 

基本指標   

基本指標 現状値(把握年度) 目標値(目標年度) 

リサイクル率 
１８．３％ 

（H２６） 

２２．７％ 

（H３５） 

 

                                      

【連携分野】 

・一般廃棄物処理基本計画（2020 年度（H37 年度）まで※今年度改定中 

・うつのみや産業振興ビジョン（2021 年度（Ｈ33 年度）まで） 

・第２次地域教育推進計画（2017 年度（Ｈ29 年度）まで) 

・観光振興プラン（2017 年度(Ｈ29 年度)まで） 

・ブランド戦略指針（2017 年度(Ｈ29 年度)まで) 
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重点戦略 

重点戦略⑥ 社会全体を先導する市の率先行動 

【戦略のねらい】 

市民，事業者，市（行政）の三者が共通の認識を持って環境の創造・保全に取り

組み，市全体への環境配慮行動の波及を図るため，市が市民・事業者のモデルとな

る率先的な環境配慮行動を推進します。 

 

① 環境に配慮した実践行動の推進                   

■市役所業務における環境配慮活動の推進 

・市役所におけるエコオフィス活動の推進 

・省エネ機器・設備・エネルギー制御システム等の導入 

・特定規模電気事業者(ＰＰＳ)等を活用した調達改善やエネルギー融

通の推進 

■市の率先した「もったいない運動」の推進 

・市の事務事業における「もったいない運動」の推進 

■気候変動への適応に関する普及啓発 

・気候変動への「適応」に対する理解促進に向けた情報発信 

 

基本指標   

基本指標 現状値(把握年度) 目標値(目標年度) 

市有施設における 

ＣＯ２排出量 

調整中 

（Ｈ２６） 

調整中 

（Ｈ３２） 
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重点戦略 

 

② 自立分散型エネルギーシステムの導入推進               

■創エネ・蓄エネを活用した市有施設の低炭素化の推進 

・地域防災拠点における創エネ・蓄エネ設備の導入推進 

 

基本指標   

基本指標 現状値(把握年度) 目標値(目標年度) 

地域防災拠点における創エ

ネ・蓄エネ設備導入件数 

１２施設 

（H２６） 

２２施設 

（H３２） 

 

                                      

【連携分野】 

・バイオマスタウン構想(2018 年度（Ｈ30 年度）まで ） 

・上下水道基本計画改定計画(2017 年度(Ｈ29 年度)まで) 

・地域防災計画(Ｈ27 年度策定) 

・一般廃棄物処理基本計画(2020 年度（H37 年度）まで※今年度改定中 


